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第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成15年３月１日から平成16年２月29日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基

づき、当事業年度(平成16年３月１日から平成17年２月28日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

また、当事業年度(平成16年３月１日から平成17年２月28日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第

２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成15年３月１日から平成16年２月

29日まで)及び当事業年度(平成16年３月１日から平成17年２月28日まで)の財務諸表について、監査法

人トーマツによる監査を受けております。 

 

３ 連結財務諸表について 

当社は子会社を有していないため、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和

51年大蔵省令第28号)による連結財務諸表は作成しておりません。 
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１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

 

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 
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２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
 

  
前事業年度 
(平成16年２月29日) 

当事業年度 
(平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金  956,843  1,199,103

２ 売掛金  1,083,529  1,317,015

３ 有価証券  10,053  10,057

４ 商品  345,376  391,265

５ 前払費用  20,844  25,770

６ 繰延税金資産  32,105  42,589

７ その他  5,021  7,486

貸倒引当金  △850  △600

流動資産合計  2,452,924 39.1  2,992,689 43.6

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産   

(1) 建物 ※１ 2,067,123 2,201,033 

減価償却累計額  556,179 1,510,944 631,752 1,569,280

(2) 構築物  45,141 57,284 

減価償却累計額  21,571 23,569 28,047 29,236

(3) 車両運搬具  32,085 33,632 

減価償却累計額  23,701 8,383 24,861 8,770

(4) 器具備品  140,829 171,195 

減価償却累計額  105,271 35,557 122,578 48,617

(5) 土地 ※１ 1,539,992  1,597,492

(6) 建設仮勘定  76,635  12,082

有形固定資産合計  3,195,083 50.9  3,265,481 47.6

２ 無形固定資産   

(1) 営業権  5,900  ―

(2) 借地権  34,628  19,408

(3) 電話加入権  8,601  8,707

無形固定資産合計  49,130 0.8  28,116 0.4

３ 投資その他の資産   

(1) 投資有価証券  164,279  84,912

(2) 出資金  1,010  1,010

(3) 長期前払費用  31,880  59,959

(4) 繰延税金資産  ―  5,975

(5) 長期前払消費税等  9,227  8,778

(6) 差入保証金  345,388  382,944

(7) その他  26,312  29,188

投資その他の資産合計  578,098 9.2  572,769 8.4

固定資産合計  3,822,311 60.9  3,866,367 56.4

資産合計  6,275,236 100.0  6,859,056 100.0
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前事業年度 
(平成16年２月29日) 

当事業年度 
(平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 支払手形 ※１ 40,978  44,580

２ 買掛金 ※１ 948,293  1,258,247

３ 短期借入金  100,000  100,000

４ １年内償還予定社債 ※１ 200,000  100,000

５ １年内返済予定 
  長期借入金 

※１ 484,304  524,832

６ 未払金  27,040  31,704

７ 未払費用  103,829  100,940

８ 未払法人税等  135,849  105,299

９ 未払消費税等  2,584  2,170

10 預り金  17,981  8,506

11 賞与引当金  54,766  69,246

12 その他  1,194  1,464

流動負債合計  2,116,821 33.7  2,346,992 34.2

Ⅱ 固定負債   

１ 社債 ※１ 600,000  500,000

２ 長期借入金 ※１ 1,759,544  1,849,764

３ 繰延税金負債  18,794  ―

４ 退職給付引当金  41,089  52,910

５ 預り保証金  98,997  94,102

固定負債合計  2,518,425 40.2  2,496,777 36.4

負債合計  4,635,246 73.9  4,843,770 70.6

   

(資本の部)   

Ⅰ 資本金 ※２ 630,750 10.1  737,000 10.8

Ⅱ 資本剰余金   

１ 資本準備金  501,500  657,050

資本剰余金合計  501,500 8.0  657,050 9.6

Ⅲ 利益剰余金   

１ 利益準備金  29,686  29,686

２ 任意積立金   

(1) 別途積立金  232,000  232,000

３ 当期未処分利益  194,984  337,323

利益剰余金合計  456,670 7.2  599,010 8.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※３ 51,069 0.8  22,225 0.3

資本合計  1,639,990 26.1  2,015,285 29.4

負債資本合計  6,275,236 100.0  6,859,056 100.0
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② 【損益計算書】 

 

  
前事業年度 

(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   

１ 調剤事業売上高  7,203,019 8,747,122 

２ 医薬品卸事業売上高  359,708 371,685 

３ 不動産事業売上高  146,899 7,709,627 100.0 151,467 9,270,274 100.0

Ⅱ 売上原価   

１ 調剤事業売上原価  6,509,165 7,918,544 

２ 医薬品卸事業売上原価  270,433 282,275 

３ 不動産事業売上原価  59,922 6,839,521 88.7 53,255 8,254,076 89.0

売上総利益  870,105 11.3  1,016,198 11.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１ 役員報酬  79,465 105,300 

２ 給料手当  191,182 184,729 

３ 賞与  24,536 27,321 

４ 賞与引当金繰入額  7,373 8,875 

５ 法定福利費  30,881 36,244 

６ 退職給付費用  3,505 3,594 

７ 租税公課  27,547 34,278 

８ 減価償却費  17,119 19,329 

９ 募集費  36,036 38,579 

10 その他  115,659 533,306 6.9 156,336 614,588 6.7

営業利益  336,799 4.4  401,609 4.3

Ⅳ 営業外収益   

１ 受取利息  48 129 

２ 受取配当金  1,369 974 

３ 債務保証料  4,866 4,548 

４ その他  2,556 8,839 0.1 1,503 7,155 0.1

Ⅴ 営業外費用   

１ 支払利息  39,227 42,689 

２ 社債利息  11,530 9,811 

３ 社債発行費償却  4,500 ― 

４ 新株発行費  ― 9,140 

５ 株式公開関連費用  ― 28,652 

６ その他  10,682 65,940 0.9 9,829 100,123 1.1

経常利益  279,699 3.6  308,641 3.3
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前事業年度 

(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益   

１ 固定資産売却益 ※１ 7 ― 

２ 投資有価証券売却益  ― 53,201 

３ 貸倒引当金戻入額  493 501 0.0 ― 53,201 0.6

Ⅶ 特別損失   

１ 固定資産売却損 ※２ 431 ― 

２ 固定資産除却損 ※３ 3,095 10,676 

３ 過年度損益修正損 ※４ 6,665 ― 

４ 役員退職慰労金  4,800 ― 

５ 貸倒損失  ― 13,795 

６ その他  1,800 16,791 0.2 1,050 25,522 0.3

税引前当期純利益  263,408 3.4  336,320 3.6

法人税、住民税 
及び事業税 

 158,000 186,000 

法人税等調整額  △23,657 134,342 1.7 △15,944 170,055 1.8

当期純利益  129,066 1.7  166,264 1.8

前期繰越利益  65,918  171,059

当期未処分利益  194,984  337,323
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調剤事業売上原価明細書 

 

  
前事業年度 

(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 商品期首たな卸高  259,328 334,432 

Ⅱ 当期商品仕入高  4,763,069 5,808,507 

合計  5,022,397 6,142,940 

Ⅲ 商品期末たな卸高  334,432 377,429 

差引  4,687,964 72.1 5,765,510 72.8

Ⅳ 労務費  1,323,741 20.3 1,562,812 19.7

Ⅴ 経費 ※１ 497,459 7.6 590,221 7.5

調剤事業売上原価  6,509,165 100.0 7,918,544 100.0

   

 

(注) 

 

 
前事業年度 

(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

主な経費の内訳は次のとおりであります。

地代家賃 170,657千円 196,464千円

減価償却費 58,911千円 72,333千円
※１ 

リース料 41,379千円 52,215千円
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医薬品卸事業売上原価明細書 

 

  
前事業年度 

(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 商品期首たな卸高  9,765 10,943

Ⅱ 当期商品仕入高  271,612 285,168

合計  281,377 296,112

Ⅲ 商品期末たな卸高  10,943 13,836

医薬品卸事業売上原価  270,433 282,275

  

 

不動産事業売上原価明細書 

 

  
前事業年度 

(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 減価償却費  43,516 72.6 36,471 68.5

Ⅱ 租税公課  9,167 15.3 8,944 16.8

Ⅲ 諸経費  7,238 12.1 7,839 14.7

不動産事業売上原価  59,922 100.0 53,255 100.0
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③ 【キャッシュ・フロー計算書】 

 

  
前事業年度 

(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前当期純利益  263,408 336,320

減価償却費  119,548 128,133

社債発行費償却  4,500 ―

貸倒損失  ― 13,795

貸倒引当金の増減額(減少：△)  △1,050 △250

賞与引当金の増減額(減少：△)  △6,437 14,480

退職給付引当金の増減額(減少：△)  11,947 11,821

受取利息及び受取配当金  △1,417 △1,103

支払利息  39,227 42,689

社債利息  11,530 9,811

新株発行費  ― 9,140

固定資産売却益  △7 ―

固定資産売却損  431 ―

固定資産除却損  3,095 10,676

投資有価証券売却益  ― △53,201

売上債権の増減額(増加：△)  △211,674 △233,486

たな卸資産の増減額(増加：△)  △76,283 △45,888

医薬品に係る未収入金の増減額(増加：△)  216,260 ―

仕入債務の増減額(減少：△)  △289,505 313,555

未払金の増減額(減少：△)  9,937 4,664

未払費用の増減額(減少：△)  26,898 △2,077

預り保証金の増減額(減少：△)  △5,114 △4,894

その他  3,055 △15,197

小計  118,350 538,989

利息及び配当金の受取額  1,419 1,104

利息の支払額  △49,822 △53,413

法人税等の支払額  1,073 △216,549

営業活動によるキャッシュ・フロー  71,020 270,130
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前事業年度 

(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出  △3,000 ―

定期預金の払戻による収入  29,004 ―

有価証券の取得による支出  △7 △3

有形固定資産の取得による支出  △213,894 △163,556

有形固定資産の売却による収入  1,605 ―

無形固定資産の取得による支出  △4,974 △3,685

無形固定資産の売却よる収入  ― 1,000

投資有価証券の取得による支出  △7,923 △10,008

投資有価証券の売却による収入  ― 94,332

出資金の売却による収入  1,000 ―

長期前払費用の取得による支出  △17,798 △41,518

長期前払費用の売却による収入  ― 350

差入保証金の預入による支出  △184,217 △67,708

差入保証金の返還による収入   9,721 6,322

投資その他の資産その他の取得による支出  △3,038 △2,876

投資その他の資産その他の解約による収入  4,456 ―

投資活動によるキャッシュ・フロー  △389,066 △187,352

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

長期借入れによる収入  700,000 700,000

長期借入金の返済による支出  △440,262 △569,251

社債の償還による支出  ― △200,000

株式の発行による収入  ― 252,659

配当金の支払額  △15,950 △23,925

財務活動によるキャッシュ・フロー  243,787 159,482

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額(減少：△)  △74,258 242,260

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  1,031,101 956,843

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 956,843 1,199,103
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④ 【利益処分計算書】 

 

  
前事業年度 
(平成16年５月26日) 

当事業年度 
(平成17年５月26日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益  194,984  337,323

Ⅱ 利益処分額   

１ 配当金  23,925 23,925 32,310 32,310

Ⅲ 次期繰越利益  171,059  305,013

   

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

 



ファイル名:090_0732900101705.doc 更新日時:2005/05/14 13:46 印刷日時:05/05/29 11:51 

― 49 ― 

重要な会計方針 
 

項目 
前事業年度 

(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１ 有価証券の評価基準及び
評価方法 

(1) その他有価証券 
 ① 時価のあるもの 
   決算日の市場価格等に基づく時
価法を採用しております。(評
価差額は、全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均
法により算定しております。) 

(1) その他有価証券 
 ① 時価のあるもの 

同左 

  ② 時価のないもの 
   移動平均法による原価法を採用
しております。 

 ② 時価のないもの 
同左 
 

 なお、投資事業組合への出資につい
ては、組合から入手可能な最近の決
算報告書に基づいて評価しておりま
す。 

２ たな卸資産の評価基準及
び評価方法 

(1) 商品 
  総平均法による原価法を採用して
おります。 

(1) 商品 
同左 

３ 固定資産の減価償却の方
法 

(1) 有形固定資産 
 ① 建物及び鹿島病院に関する有形
固定資産 

   定額法を採用しております。 
   なお、主な耐用年数は以下のと
おりであります。 

    建物   15～39年 

(1) 有形固定資産 
 ① 建物及び鹿島病院に関する有形
固定資産 

同左 

  ② その他の有形固定資産 
   定率法を採用しております。 
   なお、主な耐用年数は以下のと
おりであります。 

    構築物  10～15年 
    器具備品 ３～６年 

 ② その他の有形固定資産 
同左 

 (2) 無形固定資産 
  定額法を採用しております。 

(2) 無形固定資産 
同左 

 (3) 長期前払費用 
  定額法を採用しております。 

(3) 長期前払費用 
同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

４ 繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費 
――――――― 

(1) 新株発行費 
  支出時に費用処理しております。
  (追加情報) 
  平成16年11月25日にブックビルデ
ィング方式による募集によって実
施された新株式の発行は、引受証
券会社が引受価額で引受を行な
い、これを引受価額と異なる発行
価格で一般投資家に販売する「新
方式」の買取引受契約によってお
ります。「新方式」では、発行価
格と引受価額との差額は、引受証
券会社の手取金であり、引受証券
会社に対する事実上の引受手数料
となることから、当社から引受証
券会社への引受手数料の支払いは
ありません。平成16年11月25日に
ブックビルディング方式による募
集によって実施された新株式発行
に際し、発行価格と引受価額との
差額の総額は18,200千円であり、
引受証券会社が引受価額で引受を
行ない、同一の発行価格で一般投
資家に販売する「従来方式」の買
取引受契約による新株式発行であ
れば、新株式発行費として処理さ
れていたものです。このため、
「新方式」では「従来方式」に比
べて、資本金及び資本準備金の合
計額と、新株発行費がそれぞれ
18,200千円少なく計上され、また
経常利益及び税引前当期純利益は
同額多く計上されております。 

 (2) 社債発行費 
  商法施行規則に規定する最長期間
(３年間)で均等償却しておりま
す。 

(2) 社債発行費 
――――――― 

 (3) 社債発行差金 
  商法施行規則に規定する償還期限
内で均等償却しております。 

(3) 社債発行差金 
――――――― 

 (4) 開発費 
  支出時に費用処理しております。

(4) 開発費 
――――――― 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
  債権の貸倒れによる損失に備える
ため、一般債権については、貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を
計上しております。 

(1) 貸倒引当金 
同左 
 

 (2) 賞与引当金 
  従業員の賞与支給に備えるため、
支給見込額に基づき計上しており
ます。 

(2) 賞与引当金 
同左 

 (3) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備えるため、
当事業年度末における退職給付債
務に基づき計上しております。 

(3) 退職給付引当金 
同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有者が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

７ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  金利スワップについて特例処理を

採用しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…金利スワップ 

  ヘッジ対象…借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

  金利リスクの低減のため、対象債

務の範囲内でヘッジを行なってお

ります。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) 有効性評価の方法 

  金利スワップについて特例処理を

採用しているため、有効性の評価

を省略しております。 

(4) 有効性評価の方法 

同左 

８ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資

金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引出可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1) 消費税等の処理方法 

  税抜方式によっております。ただ

し、固定資産に係る控除対象外消

費税等は長期前払消費税等に計上

し、５年間で均等償却しておりま

す。 

(1) 消費税等の処理方法 

同左 

 (2) １株当たり情報 

  「１株当たり当期純利益に関する

会計基準」(企業会計基準第２号)

及び「１株当たり当期純利益に関

する会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第４号)が平成

14年４月１日以後開始する事業年

度に係る財務諸表から適用される

ことになったことに伴い、当事業

年度から同会計基準及び適用指針

によっております。なお、これに

よる影響については、「１株当た

り情報に関する注記」に記載して

おります。 

(2)  

――――――― 
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(表示方法の変更) 

 

前事業年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

(損益計算書) 

１ 前事業年度まで販売費及び一般管理費「その他」に

含めて表示しておりました「募集費」(前事業年度

15,263千円)については、当事業年度において販売

費及び一般管理費の合計額の5/100を超えたので、

区分掲記しております。 

２ 前事業年度まで特別損失「その他」に含めて表示し

ておりました「役員退職慰労金」(前事業年度

2,200千円)については、当事業年度において特別損

失の合計額の10/100を超えたので、区分掲記してお

ります。 

(損益計算書) 

１ 前事業年度まで区分掲記しておりました「役員退職

慰労金」(当事業年度 1,050千円)については、当

事業年度において特別損失の合計額の10/100以下と

なったので、特別損失「その他」に含めて表示して

おります。 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

前事業年度 
(平成16年２月29日) 

当事業年度 
(平成17年２月28日) 

※１ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 921,380千円

土地 1,284,312 

計 2,205,693 

   担保付債務は次のとおりであります。 

支払手形 6,173千円

買掛金 11,826 

長期借入金(１年内返済予定 
長期借入金を含む。) 

1,652,575 

社債(１年内償還予定社債を
含む。) 

200,000 

計 1,870,575 
  

※１ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 934,862千円

土地 1,284,312 

計 2,219,174 

   担保付債務は次のとおりであります。 

支払手形 5,361千円

買掛金 12,638 

長期借入金(１年内返済予定 
長期借入金を含む。) 

1,709,492 

社債(１年内償還予定社債を
含む。) 

100,000 

計 1,827,492 
  

※２ 会社が発行する株式の総数  

    普通株式 10,000株 

   発行済株式総数  

    普通株式 7,975株 
 

※２ 会社が発行する株式の総数  

    普通株式 30,000株 

   発行済株式総数  

    普通株式 8,975株 
 

※３ 配当制限 

   有価証券の時価評価により、純資産額が51,069千

円増加しております。なお、当該金額は商法施行

規則第124条第３号の規定により、配当に充当す

ることが制限されております。 

※３ 配当制限 

   有価証券の時価評価により、純資産額が22,225千

円増加しております。なお、当該金額は商法施行

規則第124条第３号の規定により、配当に充当す

ることが制限されております。 

 ４ 偶発債務 

   下記の医療法人財団の金融機関からの借入に対し

て次のとおり保証を行なっております。 

医療法人財団 公仁会 525,388千円
 

 ４ 偶発債務 

   下記の医療法人財団の金融機関からの借入に対し

て次のとおり保証を行なっております。 

医療法人財団 公仁会 489,606千円
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(損益計算書関係) 

 

前事業年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

※１ 固定資産売却益の内容は以下のとおりでありま

す。 

 車両運搬具 7千円
 

※１ ――――――― 

   
 

※２ 固定資産売却損の内容は以下のとおりでありま

す。 

 器具備品 431千円
 

※２ ――――――― 

   
 

※３ 固定資産除却損の内容は以下のとおりでありま

す。 

 建物 1,444千円

 構築物 1,219 

 差入保証金 431 
 

※３ 固定資産除却損の内容は以下のとおりでありま

す。 

 建物 6,464千円

 車両運搬具 232 

 器具備品 29 

 借地権 300 

 長期前払費用 1,904 

 解体費用等 1,745 
 

※４ 過年度損益修正損の内容は以下のとおりでありま

す。 

 賞与に係る社会保険料のう

ち、過年度期間相当分 
6,665千円

 

※４ ――――――― 

   
 

 

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前事業年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 956,843千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

― 

現金及び現金同等物 956,843 
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 1,199,103千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

― 

現金及び現金同等物 1,199,103 
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(リース取引関係) 

 

前事業年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
器具備品 
(千円) 

 合計 
(千円) 

取得価額相当額 164,750 164,750

減価償却累計額相当額 85,400 85,400

期末残高相当額 79,349 79,349
  

  (注)取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
器具備品 
(千円) 

 合計 
(千円) 

取得価額相当額 177,462 177,462

減価償却累計額相当額 87,474 87,474

期末残高相当額 89,987 89,987
  

同左 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 30,667千円

１年超 48,682 

計 79,349 

  (注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 29,018千円

１年超 60,968 

計 89,987 

同左 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 32,559千円

減価償却費相当額 32,559 
 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 40,740千円

減価償却費相当額 40,740 
 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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(有価証券関係) 

前事業年度(平成16年２月29日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
 

区分 
取得原価 
(千円) 

貸借対照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取得原価を 
超えるもの 

 

① 株式 68,915 154,168 85,252

② 債券 ― ― ―

③ その他 10,106 10,111 5

小計 79,021 164,279 85,257

貸借対照表計上額が取得原価を 
超えないもの 

 

① 株式 ― ― ―

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 79,021 164,279 85,257

(注) 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

ない、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を

行なっております。 

なお、当事業年度において減損処理した有価証券はありません。 

 

２ 時価評価されていない有価証券 
 

種類及び銘柄 
貸借対照表計上額 
(千円) 

その他有価証券  

マネー・マネジメント・ファンド 10,053
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当事業年度(平成17年２月28日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
 

区分 
取得原価 
(千円) 

貸借対照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取得原価を 
超えるもの 

 

① 株式 27,784 64,884 37,099

② 債券 ― ― ―

③ その他 10,114 10,119 5

小計 37,899 75,003 37,104

貸借対照表計上額が取得原価を 
超えないもの 

 

① 株式 ― ― ―

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 37,899 75,003 37,104

(注) 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

ない、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を

行なっております。 

なお、当事業年度において減損処理した有価証券はありません。 

 

２ 当該事業年度中に売却したその他有価証券 
 

売却額 
(千円) 

売却益の合計額 
(千円) 

売却損の合計額 
(千円) 

94,332 53,201 ―

 

３ 時価評価されていない有価証券 
 

種類及び銘柄 
貸借対照表計上額 
(千円) 

その他有価証券  

マネー・マネジメント・ファンド 10,057

東洋ステップアップ１号投資事業有限責任組合 9,909
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(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

 

前事業年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当社は長期借入金の支払利息に係る将来の取引市場での

金利変動によるリスクを回避する目的で、長期借入金の

支払利息を対象とした金利スワップ取引を利用しており

ます。 

長期借入金の支払利息に係る金利スワップ取引は、相場

変動リスクを回避する目的のみ利用する方針でありま

す。 

当社が利用している金利スワップ取引は、支払利息を定

率に固定化しております。また取引の契約先は信用度の

高い銀行であり、契約不履行に係る信用リスクはほとん

どないと判断しております。 

デリバティブ取引の執行・管理については、経理財務部

において所定の決裁を得て行なっております。 

同左 

 

２ 取引の時価等に関する事項 

ヘッジ会計が適用されている金利スワップ取引以外は、該当事項はありません。 

 

(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。 

また、上記以外に中小企業退職金共済制度に加入しております。 

 

２ 退職給付債務及びその内訳 

 

 
前事業年度 
(平成16年２月29日) 

当事業年度 
(平成17年２月28日) 

(1) 退職給付債務(千円) 41,089 52,910

(2) 年金資産(千円) ― ―

(3) 退職給付引当金(千円) 41,089 52,910

(注) 当社は退職給付債務の算定方法として簡便法を採用しております。 

 

３ 退職給付費用の内訳 

 

 
前事業年度 

(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

勤務費用(千円) 14,474 16,175

(注) １ 当社は退職給付債務の算定方法として簡便法を採用しております。 

２ 上記以外に中小企業退職金共済制度に対する拠出額を費用認識しております。 

  前事業年度 1,115千円  当事業年度1,140千円 

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

当社は、退職給付債務の算定方法として簡便法を採用しているため該当事項はありません。 
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(税効果会計関係) 

 

前事業年度 
(平成16年２月29日) 

当事業年度 
(平成17年２月28日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

未払事業税 10,571千円

賞与引当金 17,629 

退職給付引当金 14,294 

その他 5,003 

繰延税金資産計 47,498 

  (繰延税金負債) 

その他有価証券評価差額金 △34,188千円

繰延税金負債計 △34,188 

繰延税金資産の純額 13,310 

  
  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

未払事業税 7,898千円

賞与引当金 27,767 

退職給付引当金 19,954 

その他 7,822 

繰延税金資産計 63,443 

  (繰延税金負債) 

その他有価証券評価差額金 △14,878千円

繰延税金負債計 △14,878 

繰延税金資産の純額 48,564 

  
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 41.4％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入 
されない項目 

1.3％

住民税均等割 8.0 

その他 0.3 

計 9.6 

  

税効果会計適用後の法人税等 
の負担率 

51.0 

   

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 41.4％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入 
されない項目 

2.2％

住民税均等割 6.8 

その他 0.2 

計 9.2 

  

税効果会計適用後の法人税等 
の負担率 

50.6 

   
(追加情報) 

  平成15年３月31日に「地方税法等の一部を改正する

法律」(平成15年法律第９号)が公布されたことに伴

い、平成17年３月１日以後開始事業年度以降に解消

される一時差異に係る繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算に関しては「法人事業税における外形標準

課税制度の導入に伴う税効果会計適用上の取扱い」

(日本公認会計士協会平成15年３月25日)に基づき、

改正後法定実効税率を使用しております。この適用

により、当期純利益は475千円減少し、繰延税金資

産の純額(繰延税金負債の金額を控除した金額)は

641千円、その他有価証券評価差額金は1,116千円増

加しております。 

 

 

(持分法損益等) 

前事業年度(自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日) 

当社には関連会社がないため、該当事項はありません。 

 

当事業年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

当社には関連会社がないため、該当事項はありません。 
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【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日) 

(1) 役員及び個人主要株主等 

 

関係内容 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目
期末
残高
(千円)

役員の 
近親者 

坂口力 
(南野利久 
の実兄) 

― ― 衆議院議員 ― ― ― 
事務所の賃貸 
(注)１ 

1,794 ― ― 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １ 坂口力が代表である公明党衆議院比例区東海第二総支部との取引であり、賃料につきましては、同一物

件に対する第三者と同一の条件で価格を決定しております。 

２ 取引金額には消費税等は含まれておりません。 

 

当事業年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

(1) 役員及び個人主要株主等 

 

関係内容 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目
期末
残高
(千円)

役員の 
近親者 

坂口力 
(南野利久 
の実兄) 

― ― 衆議院議員 ― ― ― 
事務所の賃貸 
(注)１ 

1,794 ― ― 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １ 坂口力が代表である公明党衆議院比例区東海第二総支部との取引であり、賃料につきましては、同一物

件に対する第三者と同一の条件で価格を決定しております。 

２ 取引金額には消費税等は含まれておりません。 
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(１株当たり情報) 

 

前事業年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１株当たり純資産額 205,641円40銭
 

１株当たり純資産額 224,544円39銭
 

１株当たり当期純利益金額 16,183円82銭
 

１株当たり当期純利益金額 20,182円62銭
 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないた

め期中平均株価が把握できませんので記載しておりませ

ん。 

当事業年度より「１株当たり当期純利益に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日企業会計

基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月

25日企業会計基準適用指針第４号)を適用しておりま

す。 

なお、この適用による影響はありません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

(注)１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前事業年度 

(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当期純利益(千円) 129,066 166,264

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 129,066 166,264

普通株式の期中平均株式数(株) 7,975 8,238

 

(重要な後発事象) 

前事業年度(自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日) 

該当事項はありません。 

 

当事業年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

該当事項はありません。 
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⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

 

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

その他 
有価証券 

(投資有価証券)   

 (株)日本オプティカル 58,500 41,242 

 
(株)ＵＦＪホールディングス 37 21,501 

 
(株)りそなホールディングス 10,000 2,140 

計 68,537 64,884 

 
 

【その他】 

 

種類及び銘柄 投資口数等 貸借対照表計上額(千円)

その他 
有価証券 

(有価証券)   

 
(証券投資信託の受益証券) 
マネー・マネジメント・ファンド 

10,057,596口 10,057 

小計 ― 10,057 

その他 
有価証券 

(投資有価証券)   

 
(証券投資信託の受益証券) 
公社債投信 

10,114,405口 10,119 

 
東洋ステップアップ１号投資事業有限責
任組合 

1口 9,909 

小計 ― 20,028 

計 ― 30,086 
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【有形固定資産等明細表】 

 

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産   

 建物 2,067,123 140,661 6,751 2,201,033 631,752 75,860 1,569,280

 構築物 45,141 12,142 ― 57,284 28,047 6,475 29,236

 車両運搬具 32,085 4,450 2,902 33,632 24,861 3,830 8,770

 器具備品 140,829 30,855 489 171,195 122,578 17,766 48,617

 土地 1,539,992 57,500 ― 1,597,492 ― ― 1,597,492

 建設仮勘定 76,635 12,082 76,635 12,082 ― ― 12,082

有形固定資産計 3,901,807 257,691 86,778 4,072,720 807,238 103,932 3,265,481

無形固定資産   

 営業権 ― ― ― 29,500 29,500 5,900 ―

 借地権 ― ― ― 19,408 ― ― 19,408

 電話加入権 ― ― ― 8,707 ― ― 8,707

無形固定資産計 ― ― ― 57,616 29,500 5,900 28,116

長期前払費用 66,171 48,518 15,786 98,903 38,944 14,483 59,959

繰延資産   

 社債発行費 13,000 ― 13,000 ― ― ― ―

 社債発行差金 1,860 ― 1,860 ― ― ― ―

繰延資産計 14,860 ― 14,860 ― ― ― ―

(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

資産の種類 内容 金額(千円) 

建物 
調剤薬局６店舗新規開設 

本社建物増築 

62,141

55,298

２ 無形固定資産の金額が、資産の総額の100分の１以下のため、「前期末残高」、「当期増加額」及び

「当期減少額」の記載を省略しております。 
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【社債明細表】 

 

銘柄 発行年月日 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

利率 
(％) 

担保 償還期限

第１回物上担保附社債 
(適格機関投資家限定) 

平成10年 
９月30日 

100,000 ― 1.90 担保付社債 
平成16年
９月28日

第２回物上担保附社債 
(適格機関投資家限定) 

平成11年 
３月29日 

100,000
100,000
(100,000)

2.10 担保付社債 
平成17年
３月29日

第３回無担保社債 
(株式会社東海銀行(現 株
式会社ＵＦＪ銀行)保証付
および適格機関投資家限
定) 

平成13年 
３月12日 

500,000 500,000 1.32 無担保社債 
平成20年
３月12日

第４回無担保社債 
(繰上償還特約付及び少人
数投資家向け) 

平成14年 
３月19日 

100,000 ― ― 無担保社債 
平成16年
３月19日

合計 ― 800,000
600,000
(100,000)

― ― ― 

(注) １ 「当期末残高」欄の(内書)は、１年内償還予定の金額であります。 

２ 社債の貸借対照表日以後５年内における償還予定額は以下のとおりであります。 

 

１年以内 
(千円) 

１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内 
(千円) 

３年超４年以内 
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

100,000 ― ― 500,000 ― 

 

【借入金等明細表】 

 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

平均利率 
(％) 

返済期限 

短期借入金 100,000 100,000 1.20 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 484,304 524,832 1.71 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

1,759,544 1,849,764 1.71 平成18年～28年 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 2,343,848 2,474,597 1.68 ― 

(注) １ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の貸借対照表日後５年内における返済予定額は以下の

とおりであります。 

 

区分 
１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内 
(千円) 

３年超４年以内 
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

長期借入金 705,060 391,457 276,657 139,989
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【資本金等明細表】 

 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(千円) 630,750 106,250 ― 737,000

普通株式 (株) (7,975) (1,000) (―) (8,975)

普通株式 (千円) 630,750 106,250 ― 737,000

計 (株) (7,975) (1,000) (―) (8,975)

資本金のうち 
既発行株式 

計 (千円) 630,750 106,250 ― 737,000

(資本準備金)  

 株式払込剰余金 (千円) 497,500 155,550 ― 653,050

 合併差益 (千円) 4,000 ― ― 4,000

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

計 (千円) 501,500 155,550 ― 657,050

(利益準備金) (千円) 29,686 ― ― 29,686

(任意積立金)  

 別途積立金 (千円) 232,000 ― ― 232,000

利益準備金及び 
任意積立金 

計 (千円) 261,686 ― ― 261,686

(注) 資本金及び株式払込剰余金の増加の原因は、次のとおりであります。 

日本証券業協会へ店頭登録したことによる公募増資(平成16年11月25日) 

 株式 1,000株  資本金 106,250千円  資本剰余金 155,550千円 

 

【引当金明細表】 

 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額 
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額 
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 850 153 403 ― 600

賞与引当金 54,766 69,246 54,766 ― 69,246
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

 

区分 金額(千円) 

現金 17,458

預金 

当座預金 14,242

普通預金 1,067,402

定期預金 100,000

預金計 1,181,645

合計 1,199,103

 

② 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

 

相手先 金額(千円) 

国民健康保険団体連合会 732,572

社会保険診療報酬支払基金 518,965

その他 65,477

合計 1,317,015

 

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
 

前期繰越高(千円) 
 
(Ａ) 

当期発生高(千円) 
 
(Ｂ) 

当期回収高(千円)
 
(Ｃ) 

次期繰越高(千円)
 
(Ｄ) 

回収率(％) 
 

(Ｃ) 
(Ａ)＋(Ｂ) 

×100 
 

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ)
２ 
(Ｂ) 
365 
 

1,083,529 7,589,963 7,356,477 1,317,015 84.82 57.72

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 
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③ 商品 

 

区分 金額(千円) 

医薬品 359,397

薬袋・分包紙等 27,088

日用品雑貨品 4,779

合計 391,265

 

④ 差入保証金 

 

相手先 金額(千円) 

事業用賃借物件に係る敷金及び保証金 366,230

社員寮賃借物件に係る敷金及び保証金 10,863

その他 5,850

合計 382,944

 

⑤ 支払手形 

(イ)相手先別内訳 
 

相手先 金額(千円) 

沢井製薬(株) 34,472

東洋ファルマー(株) 6,622

鶴原製薬(株) 3,484

合計 44,580

 

(ロ)期日別内訳 
 

期日別 金額(千円) 

平成17年３月 14,457

  〃  ４月 14,814

  〃  ５月 15,308

合計 44,580
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⑥ 買掛金 

 

相手先 金額(千円) 

(株)スズケン 253,566

アルフレッサ(株) 241,529

平成薬品(株) 178,722

(株)ケーエスケー 167,332

井筒薬品(株) 115,278

その他 301,818

合計 1,258,247
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(3) 【その他】 

 

該当事項はありません。 

 




